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前提

①テレビにおける広告の価値について

②オンデマンドコンテンツ以外の価値について

③データの利活用の重要性について

④まとめ
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本日お話ししたいこと



テレビサービスは、「放送」から、「放送と配信がミックスされた」サービスへ
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前提
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視聴率（％）

リーチ（ｉｍｐ*3）

トータルなリーチによる広告取引

(取引の高度化)
※別  々or 統合セールスができるハイブリットな取引環境

※1：タイムシフトとは、録画した番組をオンエアされた時刻から遅れて視聴することを意味する
※2：キャッチアップ配信とは、放送されたテレビ番組を一定期間ネット上で視聴可能とするサービスを意味する
※3： impとは、インプレッションであり「広告が表示された回数」を意味する
※4：タイムとは番組提供のCM、スポットとは指定の時間帯に放送されるCMを意味する

放送
コンテンツ

リアルタイム
配信

キャッチアップ*2

配信

地上波放送
（リアルタイム）

地上波放送
タイムシフト*1

放送

配信

放送広告
（タイム/スポット市場*4）

配信広告
（動画広告市場）



広告放送の価値 ＝ 多くの国民が無料でコンテンツを見られる環境

情報空間の健全性を支える一媒体として放送の維持は重要
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①テレビにおける広告の価値について

誰でも無料で見られることの価値
・情報空間の健全性、民主主義を支える
・エンターテインメントを届ける
・スポーツ振興

信頼性・安心という価値
・番組内容だけで無く、広告についても、
放送、TVerどちらも、全て事前考査して放送

・信頼性を構成するワークフローを可視化する必要性
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インターネット広告費中、「テレビメディアデジタル」は654億円。

マス四媒体由来のデジタル広告費は1520億円
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①テレビにおける広告の価値について：日本の広告費の推移
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ラジオ広告費は、長く横ばい。
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①テレビにおける広告の価値について：日本の広告費の推移
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インターネット広告費のシェアの拡大で、その他のメディアのシェアは低減

①テレビにおける広告の価値について：日本の広告費の推移

プロモーション
メディア
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印刷系のメディアは、20年間、シェアを落としている一方で、

電波系、掲出系のメディアのシェア減少は、2018年以降の動き

①テレビにおける広告の価値について：日本の広告費の推移

電波メディア
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人々（視聴者）企業（広告主）

放送メディア（民放）

放送 配信

視聴する

広告枠を
提供する

広告枠を
購入する

トラストあるコンテンツ
を多くの人に届ける

商品・サービスを提供する

商品・サービスを購買する

放送 配信

多くの人に見ていただくためには、無料であることが重要であり、
広告主である企業にご利用していただくためには、マーケティング利用ニーズに対応し進化し続けていることが重要。
広告業界は、デジタル時代に広告主にとっての利便性、広告効果のアカウンタビリティ向上を目指し、
民放エコシステム形成をさらに後押しし、放送・配信双方において健全な情報空間を形成し続けていくことに貢献して参りたい。

①テレビにおける広告の価値について

2023/6/7 電通の親会提案資料より
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テレビとラジオで大きく異なるメディア価値

テレビは依然としてリーチメディアとしての価値を維持している

ラジオはパーソナル、地域密着のメディアとしての価値が強み
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①テレビにおける広告の価値について：テレビメディア、ラジオメディアの価値

【テレビ】
• リーチメディア
• 大画面による豊かな広告表現力
• 様々な効果

• スポット集中投下による反復訴求
• タイムレギュラー提供による
長期間をかけた訴求

• 共視聴による商品の周辺認知
• アウトサイドファネルの購買寄与
• 大型スポーツなどの認知ブースト効果など

• 視聴データの取組などで、オンラインメディアに
近い使い方が可能になってきている

【ラジオ】
• パーソナルメディア

• 習慣聴取媒体
• パーソナリティの存在による
情報の双方向性

• ながら聴取
• ターゲットセグメンテーション

• 地域密着型メディア
• 地域密着性

• ネット番組が少ない
• 独自編成率が高い

• 速報性
• 販売促進に強い

• ラジオショッピングなど
• 商品購入直前に接触しやすい

• コミュニティ、ファンダムの価値



https://dentsu-ho.com/booklets/539

購買行動の研究から

「世の中に広まった情報で考える手間を省く」

アウトサイドファネルの存在を確認＝テレビにとって有効な論拠として発信

①テレビにおける広告の価値について：テレビ広告の価値の例
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配信における放送コンテンツの視聴は、オンデマンド型が中心。

放送でのテレビの価値は、「オンデマンド視聴」だけではなく、「習慣視聴」、「ながら視聴」にもある。
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②オンデマンドコンテンツ以外の価値

パッシブ視聴 オンデマンド視聴

テレビ

配信
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ー
ス
・報
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気
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ー
ツ
中
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ドラマ

ターゲットバラエティ
趣味性高い
オタク番組

一部が熱狂する

スポーツ中継
専門ニュース・解説

災
害
報
道

ターゲットドラマ

コンテンツプロットはイメージです。

バラエティ

情
報
番
組
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②オンデマンドコンテンツ以外の価値

ｄCampX（2024年6月） エリア内推定人口：単位＝千

7地区計/12～69歳男女(n=11147）



構成員限り 構成員限り 構成員限り

ニュースコンテンツは、系列ごとに「集約」することで価値が生まれている。

地域の情報をそのエリアだけで伝えるのではなく、全国に伝える役目も果たしている。

②オンデマンドコンテンツ以外の価値

https://news.ntv.co.jp/ https://newsdig.tbs.co.jp/ https://www.fnn.jp/
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構成員限り 構成員限り

構成員限り

TVerなど各種サービスで、FAST的な24時間ニュース配信提供も始まっている。
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②オンデマンドコンテンツ以外の価値

TVer Yahoo! JAPAN

YouTube



オンデマンドに向かないローカル局コンテンツ、地域情報

LCB(Local Contents Bank)では、「集約」と「メタ付与」の価値を創出。

②オンデマンドコンテンツ以外の価値

出典：https://www.apab.or.jp/business/lcb-report/

【A-PABによるLCB実証実験】
メタ情報の付与によるローカルコンテンツの再価値化に関する実証事業。
2023年度に募集、2024年度にローカル局55局により運用と評価検証を実施。

A-PAB：一般社団法人放送サービス高度化推進協会
16



・ローカル局のコンテンツの中心は、報道・情報・地域のスポーツ中継など、生番組。

多様な番組構成で、自社制作比率が高いキー局とのビジネスモデルの違いは大きい。

・また、オンデマンド中心の現状の配信の世界では、存在感が出しづらい。

・ローカル局の収益モデル

①自社制作して自社で広告セールス

②キー局が作った番組を自社で広告セールス(スポットセールス)

③キー局が作った番組をキー局が広告セールス(流通モデル)

・放送においては、②③の「地域に届ける」役目があり、ローカル局のビジネスを支えてきた。

一方で、配信については、その役目が無い中で、視聴者から見た存在意義があっても、

ビジネスが成り立ちにくい。

・さらに言えば、民放においては、キー局であっても、

報道や情報といった、「社会的使命」に近い番組はビジネスになりにくいケースもある。

17

キー局とローカル局のビジネスモデルの違いについて



ローカル放送局は地域のステークホルダーすべてとつながっている
地域の様々な価値を発揮・牽引し、経済を活性化させる力がある

放送局 地元生活者
スポーツ団体

文化活動団体

自治体・行政

地元企業

地元流通

ローカル局の地域メディアとしての価値意義
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19

ローカル局の地域メディアとしての価値意義(事例)

構成員限り
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ローカル局の地域メディアとしての価値意義(事例)

構成員限り



せっかくの二元体制、良いところを打ち消さない方が良い。

広告ビジネスでは、広告主1社1社と向き合うため、個別番組の視聴率にこだわる必要がある。

一方で、受信料を収入とするNHKは、放送全体の価値を視聴者に認めてもらう形。

視聴者のパイの奪い合いをするのでは無く、

NHK、民放がそれぞれの得意分野を活かした番組作り、プロモーションなどを行うことで、

テレビに視聴者を連れてくることを目指してほしい。

また、後段で、利活用について説明するデータの取り扱いについても、

課金や住所の情報も持っているNHK、CATV、衛星事業者と、

広告ビジネスを行う民放では、取扱うデータの種類も異なっている。

d en t s u  J ap a n 21

NHKと民放のビジネスモデルの違いについて



配信においても、さらなるデータの利活用により、制作力、プロモーション力の向上が期待できる。

デジタル広告では様々なデータ利活用がDCR(Data Clean Room)等の活用により進んでいるなか、

放送においてもデータ利活用の話を議論しないと、放送広告の価値の進化は見通せない。
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③データ利活用の重要性

• データ利活用は、広告面だけではなく、編成、制作面でも
有用で、コンテンツ制作力・プロモーション力強化の鍵

• 多様なデータをもつPFerと競わないといけない環境

• 放送、TVerなどでのデータ利活用が、パネルデータだけ
でなく、ログデータの利活用などさらなる拡充へ進むこと
で、テレビメディアは認知や興味・関心だけでなく、購買
などのファネルへの効果も可視化可能になり、広告市場の
拡大も期待できる。

購買

認知

興味・関心

検討

リピート

アップセル

クロスセル

ロイヤル

カスタマー化
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③データ利活用の重要性：広告ビジネス上必要なテレビの視聴データとは

・要件
①クラスタで分類しても、分析に十分な量があること
②業界共通で利用できること

・スケジュール感
準備に残された時間はあまりない。
テレビ画面上で、放送よりもOTTの視聴時間が多い状態になる前に

・広告で利活用したいデータの話
個人を特定したいわけじゃない。住所や課金情報は不要

・広告会社でのデータ活用は「STADIA 360」などもあり進んでいるが、
放送局も主体的に関われる環境が大切。

https://www.dentsu.co.jp/news/release/2025/0507-010878.html

[STADIA 360とは]
テレビ実視聴データに加え、40社以上のデータホルダーが保有するデータ群
(アンケート・WEBサイト・デジタル広告接触・アプリ計測・エンタメ・位
置情報・購買・顧客の1stPartyデータなど)と連携、計測手法の開発・整備に
より、大規模IDデータ分析を可能に。多様なマーケティングKPI(態度変容・
検索・サイト来訪・アプリ起動・アプリDL・来店・オフライン購買・ロイヤ
リティなど)で、テレビCMやConnectedTV上の広告についての効果検証を可
能にした電通のオンオフ統合のマーケティング基盤



【前提】

• テレビサービスは、「放送」から「放送と配信がミックスされた」サービスへ

① 広告の価値について

• 情報空間の健全性を支える一媒体として放送の維持は重要。多くの国民が無料でコンテンツを見られる環境は依然、必要不可欠。

• 日本の広告費においては概ね横ばいではあるが、動画広告の本格化に伴い電波メディアもシェアが下がってきている。

② オンデマンド視聴以外の価値の移行(FASTやショート動画)

• ドラマやバラエティ、アニメなどのエンタメ系コンテンツがオンデマンド動画配信の中心である一方で、

従来のテレビメディアでは、「習慣視聴」や「ながら視聴」によって、ニュースや情報番組を視聴することへの価値もある。

FASTやショート動画はこうした視聴形態にかかる配信向けのUXとして、（日本では）開発がこれから進んでくることへの期待。

• 各系列のニュースサイトやLCBの取組などで、「集約」や「メタ付与」などが進んでいることに注目している。

• ローカル局のコンテンツにおいては、「オンデマンド以外」の比重が高く、その点でも、配信への拡張は求められている。

• せっかくのNHKと民放の二元体制が活かし切れてないのではないか？

③ データ活用の必要性

• 広告だけでなく、コンテンツ制作やプロモーションにおいてもデータは重要。

• 広告ビジネス面で言えば、生活者を表現できるだけの「量」と「業界共通で利用できること」の2点が重要。

• いつまでに利用可能なのか、というスケジュール感、スピード感の議論も必要ではないか？

• 住所や決済情報まで扱うNHKと、広告ビジネスの民放のデータ活用ルールは、切り分けて議論しても良いのではないか？

• デジタル広告では様々なデータ利活用がDCR等の活用により進んでいるなか、放送においては、従来の視聴率データだけでは不十分。

データ利活用の話を議論し、進めることで、放送広告の価値の維持、伸張を進めることができるはず。

まとめ
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